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はじめに

(1 )本論文の目的

本論文は，今日のミヤンマー(ミャンマ一連邦)の教育制度と学校教育の実践内容，それらの

問題点を述べることを目的としている。特に，学校教育の笑践については， ミャンマーの学校教

育と教育内容，そしてそれらの性格とも密接な関わりを持っている学年進級試験制捜と教育評価

制度について述べることにする。後でも詳しく述べるが，ミャンマーの学校教育では，小学校か

ら高等学校まで，毎年2回の学期末の試験と学年末の試験が実施されており，しかも次の学年へ

の進級が主に学年末の試験に基づいて決定されている。この試験結果によっては小学校段階でも

克童が次の学年に進級できずに落第してしまい，もう一度同じ学年の学習を練り返すといったこ

とが少なからずみられるのである。高等学校の場合には，最終学年末に符われる全国統一卒業試

験によって高等学校の卒業認定はもとより，大学などの上級学校への進学先も決められており，

しかもこの試験は文部省の試験委員会によって産接実施されているのである。

このように，ミヤンマーのあらゆる学校教育の段階で学力試験が大きな役部と機能を果たして

おり，この学力試験制度と評価制度を抜きにしてミャンマーの教育を諮ることはできない。もち

ろん，この学力試験制度や教育評価制度については，いろいろな学校教育における問題を生んで

おり，現在，改善の取り組みも進んでいる。例えば，ユネスコなどの国連機関との共同研究によ

る講査研究も行われている。

これらの試験制度とも密接な関連を持っているのがミヤンマー文部省による直接的な教育の統

制・管理である。日本の教育制度と比べた時，百本でも文部省による直接的な教育統制は少なか

らずあるし，原則的には都道府県の地方レベルに教育の行政智理機能は委譲されているとはいえ，

やはり国家による教育統制の部分はある。しかし，この日本と比べてミヤンマーははるかに国家

レベル，つまりミヤンマー文部省による直接的な教育統制がはるかに強いといえる。ミャンマー

の試験制度を考える時にもミャンマーの間家による教育統制やその具体的な行政機関の単位であ

る文部省の機構や機能的役割をみておかなければならないのである。本論文では，はじめにミャ

ンマー文部省の機構やその機能をやや詳しく取り上げているのはこのような意味からである。

ミャンマーは長い龍，独自の社会主義体制を維持し， 1988年には菌家平和発麗評議会(State 

Peace and Development CounciI，タン シュウェイ議長)が政権を掌握し，国名もどルマからミャ

ンマーに代わった。ミャンマーということばはミヤンマー語では主要な 8つの民族の総称名とし

て用いられているものである。社会主義政権，そして臨家平和発展評議会による政権と長く続い

ている中で，特に国家王子和発展評議会の政権の下で行われている民主化運動への政治的介入など
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で他の園からの経済的制裁があったり，対外的にいくつかの問題を抱えているが， ASEANへの

加盟や1996年にはタト閣からの観光客を積綴的に受け入れる政策が本格的に始まっている。この年

を「観光元年jとも称している。このこととも連動して，日本からも日本の航空会社がミヤンマー

の首都であるヤンゴンへの痘行使の運行を1996年から開始している。あるいは，日本人，特に年

配者の方には，かつての習の名称であったどルマという名前と伴に，日本の植民地であったとい

うことでアジアの国の中でも比較的なじみのある国である。しかし，社会主義体制の樹立から今

日にいたるまでのミャンマーの閣内のことについては日本人は十分な知識を持っているとはいえ

ない面がある。特にミヤンマーの教育については日本ではほとんど紹介される機会もなく，知ら

れていないことが多い。わずかに最近，出版されたもの(例えば，石坂の1992年のミャンマーの

教育課樫を紹介した論文，及び月初「地理Jの1997年3月号のミヤンマー特集などでミャンマー

の学校教育の事情が断片的に紹介されている)で身近に見ることができるだけである。また，ミヤ

ンマーの教育制度はしばしば短い期閣の中で変化をしている部分もあり，これらの最新事憶につ

いてまでは知らされていないのが現状である。者探(1992)の論文は1991年にユネスコとミヤン

マ一文部省との共問研究として行なわれたカリキュラム開発に石坂自身が加わり， ミャンマーの

学校教育の事情を直接視察したことをもとにして警かれたものであり，教育改京の方向などにつ

いても触れられている点では貴重な論文であるo しかし， 1991年以降もミャンマーの教育制度は

いくつかの点で改革が行なわれており，石坂の論文の内容は現在のミヤンマーの教育制度等の実

情とは合っていない部分がある。

(2) ミャンマーの学校教育における教育評鏑制度

現在ミヤンマーで実施されている学校教育制震には様々な開題点がある。その一つに試験によ

る進級や進学の決定と教育評価税度があることは上に述べた通りである。この制度では，進級の

必要条件として各学年末試験の結架が一定水準に達しなければならないことが定められており，

水準以下の生徒は進級が認められないのである。この制度では，日常の学校教育で実施されてい

る各種の試験は考慮されないし，日常の子どもたちの学習活動などについての教師の把握や観察

も十分に利用されずに，主として学年末試験の結果に基づいて進級や卒業の是非が判断されてい

るのである。この現行の制度のために留年する率，いわゆる「落ちこぼれjの率(repetition 

間 ddrop幽outrates )が高くなっている。

さらに指導方法にも大きな影響を与えている。現在のような試験制度が全国的に実施されるよ

うになってから，特に1980年台からはそれまでの学校教育の中では生徒中心の教授活動で、あった

ものが教科中心の教授活動へと変わってしまった。また，次の学年に進級できるかどうかを大き

く左右する学年末の試験対策として塾に多くの子どもたちが通うようになったのもこの1980年台

からである。当然ながら，児童や生徒の学習も試験に受かることに目標が向けられてしまいがち

で，自分の舟発的な動機によるものや知的な探求動機に基づいた学習であるとか，身体活動や芸

術，構操教育などがとかく軽視されがちになっていることは否めないのである。また，子ども遠

の友情関係や仲間で共同学習や共同作業をするといった閣でも十分に育成されてないのではない

かといったことを危慎する声も聞かれている。たぶん，このようなことは日本の学校教湾，特に

中学校以捧などでも同じような傾向を毘ることができるだろうが， ミャンマーの場合には小学校

の最初の学年からこのような試験制度が使われており，ある意味ではミャンマーの教育全体に大

きな影響を及ぼしている点では，きわめて特異なものである。
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従って， ミャンマーの進級試験制慶や教育評錨制度を分析し，その問題点を明らかにしていく

ことはミャンマーの教育改革にとって必要なことを明らかにする作業へとつながっていくもので

ある。そのような改善の試みが当然ながらミャンマーの教育界の中でも着手され，現在も進めら

れている。

このような教育改革，特に学校教育における教育評価システムの改善に向けての作業として，

他の国の学校教育における評錨活動や評価システムのあり方や実践内容を経験したり，比較研究

すること，さらにはより広く教育評嬬についての教師や親が持っている基本的な考え方(態度や

輔値観)などについても比較調査をすることは有効な方法の一つで、あると考える。

当然のことながら，教育はその酉の社会・経済的な発援に深く関わっており，大きな役書せを巣

たすものである。アジアの中で日本は大きな発展を遂げている閣の一つであり，呂本の教育から

学ぶべき点，あるいは学んではいけない点を知り，その教訓|をミヤンマーの教脊の改善，そして

社会の発躍に活かすことは重要な作業であると位置づけることができる。

ミャンマーの教育制度は基本的にはイギリスの教育制度に倣っているのに対して，日本の戦後

の教育制度はその多くはアメリカのものを取り入れている点で， ミャンマーと臼本の教育制度の

歴史上の違いがある。このような違った教育邑標や基準を背崇にして作り上げられた日本とミヤ

ンマーの両器の教育制度を比較していくことで， ミャンマーではいまだ主流にはなっていない教

育評価制度や評価についての基本的な考え方を含めて日本の教育のメリット，デメリットを教習"

として活かし，これらを通して新しいミャンマーの教育の部造へとつなげていくこともできるだ

ろう。

ミャンマーと日本の教育制度の違いとしてもう一つよげなければならないのは，教員養成シス

テムと教員の格づけの違いである。日本では，学校教育の教員の給与水準はその資格や身分によっ

てそれほど大きな差はない。しかも小学校の教員から高等学校の教員までその養成は大学で行わ

れ，免許状による資格はあってもいずれも 4年剰ないしは2年制の大学教育を同じように受けて

いる。ところが， ミャンマーでは，小学校から高等学校の教員の聞の給与水準はかなりの違いあ

り，しかも中学校の教員になるためにはまず小学校の教員になってそこからステップアップする

ための研修を積む必要があり，同じように高等学校の教員になるためには中学校の教員になって

いなければならないというように教員身分に明らかに違いがある。このような教員のより高い資

格取得のための方法が「ステッフ・パイ・ステッフ方式jと呼ばれているもので，多くの教員は

小学校よりも条件のよい中学校や高等学校の教員の資格を得て，そこにステップアップしていく

ことを目指すことになる。その結巣，例外を除いて優秀な教員や経験を積んだ教員が小学校に定

していかないという問題を生んでいる。

本論文では，第l牽では， ミャンマーの学校教育や試験制度などの教育評価システムを直接統

制している文部省の行政機構とその機能について述べる。本論文の主要な議論はあくまでもミャ

ンマーの教育評舗のシステムとその開題点ではあるが，これらの学校教育の中で実際に行われて

いる実践活動の方向や内容に直接的に，かっ深く関わっているものが文部省の行政組織なのであ

り， ミャンマー文部省の機構とその機能を知っておくことは第2章以下の議論のためにも必要な

ことである。さらには，ミャンマーの文部省の行政機構やその機能的な役割については日本では

ほとんど知られていないということも第1意の目的の一つになっている。

第2章では， ミヤンマーの学校教育の組織構成，学校教育制度，学校教育の自標及び目的，お

よび学校の年間スケジュールと年間授業臼数，カリキュラム，評錨フログラムなどの学校教育活
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動の実態，ミャンマーの試験制度改善の試み，ミャンマーの教員養成システム(いわゆる「ステッ

プ・パイ・ステップ方式J)などについて取り上げ，論じていく。

次の第3章では，ミャンマーの教育評錨システムの問題点について論じていく。上でも述べて

おいたように，小学校段階から子ども達は次の学年に進級するために学年末の試験に合格するこ

とに大きな関心と在意が払われてしまっており，いわゆるテスト中心の学習になっているのが

ミヤンマーの学校教育の現状なのである。ミャンマーでは，このように学校教育の中でテストが

果たしている役割が緩めて大きくなっているのだが，ここから来るいろいろな弊警に加えて，実

際の各学校の教師がテスト問題を作成したり，テスト結果を利用したりする上で必要なテスト作

制上の基本的な技法やテスト論の基本的な知識などが十分に行き渡っていないという問題もあ

る。このことについては，筆者がかつてミャンマーで、行った研究を基にして具体的に論じていく

ことにする。

第一章 ミャンマーの教育管理体制

この章では，ミャンマーの教育管理体制について，主に文部省の教育管理機構，およびそれら

が巣たしている機能的役割について述べることにする。そして，必要に応じて一部日本のそれと

の比較を試みることにする。

ミャンマーの教育体制は，一般的に言えばその全体的特徴は日本よりはるかに中央集権的であ

るといえる。近年，初等(小学校) ・中等教育(中・高等学校)の管理里体制はその一部が地方の

州(または県)，および支庁，市町村レベルにその費任の所在が委譲される傾向にあるが，依然

としてミヤンマーの教育の管理は中央の文部省によって掌躍され，実施されている出)。

これに対して，日本では，教育内等や文部行政の基本的な施策は文部省によって策定されるが，

実擦の各穏教育行政上の管理責任等は各都道府県の地方レベルの教育委員会に権眼が委譲されて

いるのが特徴であり，上で述べたようにミヤンマーの場合は具体的な教育管理が直接，国レベル

の文部省によって行われている点が日本とミャンマーの教育管理体制の違いとなっている。

この章では，ミヤンマーの文部省の教育管理体制について以下に述べていくが，文部省は次の

5つのセクションから構成されており(悶-1)，これらによって実際の教育上の各種行政活動

が実行されている。

(1) 基礎教育部(Depぽ初lentof Basic Education ) 

(2) 高等教育部(Department of諾gherEducation ) 

(3) ミヤンマー教育研究局(Myamnar Education Research Bureau ) 

注 1)ミヤンマーの国土面積はおよそ67万7千平方キロで，日本のおよそ1.8倍である。人口は約4，474万

人である。行政区は7つの州(State )と 7つの県 (Division)の14から成っている。州と擦の区分は，

州は主に山岳や森林地帯の交通が不便な地域であり，県は平野部や交通の便が比較的良く，人口の多

い地域である。従って，州と県とは主に地域的特性と居住民族の違いにま毒づいて区分されており，行

政区の大小によるものではない。支な民族は，人口の多い方から挙げると，パマー (Bama)，シャ

ン(Shan)，カジン(Ka作1)，ラカイ (R紘泌総)，モン (Mon)，チン(c泌1)，カチン (Kachin)， 
カヤン (Kayah)である o 人口の約69パーセントをしめる最大の民族であるパマーは主に県に住ん

でおり，他の民族は山岳・森林地帯が多い州に住んでいる。いわば，ミャンマーは多民族の複合国家

である。



124 教育学部紀要第76号

ミャンマー

全国統一試験

評議委員会

額一 1 ミャンマーにおける文部省の組織楊瀧

(4) ミヤンマー全国統一試験評議委員会(Myanmar Board of Examinations ) 

(5) ミヤンマー菌語審議委員会(Depぽ知lentof Myanmar Language Commission ) 

そして，これらの 5つの部門の諸施策は以下のような各種審議委員会から出される諮問・

に基づいて行われている。

(1) ミャンマー教育委員会(My四marEducation Committee ) 

(2) 基礎教育評議会(Basic Education Council ) 

(3) 大学中央評議会(Universities Centra1 Council ) 

(4) 大学学術組織評議会(Council of University Academic Bodies ) 

(5) 基礎教育カリキュラム・授業内容・教科書委員会(Basic Education Curriculum， Syllabus 

and Textbook Committee ) 

(6) 教員教育監督委員会(Teachership Education Supervision Committee ) 

(7) 教脊研究政策監督委員会(主ducationResearch Policy Direction Committee ) 

以下 5つのセクションの機構と機能について麟次述べていくことにする。

1.基礎教育部(DBE) 

(1)基礎教育部の機構

基礎教育部は，初等及び中等教育(小中高校)，教員養成校のカリキュラムや指導要領，校舎

の建築や教室の物理環境の基準，各学校の財産管理や金銭の出納の管理内容のチェックの仕方な

ど管理の全般にわたるものまで縮かい基準と指導の方針を決めている。これらの実際の検査は日

本の地方の教育委員会に相当する各地方の教育局(educ樹onoffice )によって行われている。兜

薫・生徒に関するものとしては，児童・生徒の学習記録簿の形式にはじまり，年間の授業時数，

休暇期間やその時期，全国レベルの子どものスポーツ大会の実施などを行っている。このように，

かなり細かなレベルの開題に関することにも基礎教育部は権限を持っているのである。

基礎教育部の梼造と機能は次の圏一 2のような機構になっている。大きくは行政，予算，教育，

検査の 4つの昂に分かれている。行政局は教育行政一般及び基礎教育の計画調整にあたっている。

予算局は学校の予算と統計資料の作成などを主な任務とし，カリキュラムや児童・生徒の学校生

活全般に関わる教育舟容については教育局が主管部局になっている。検査局は学校の予算執行な

どの管理と検査を行っている。
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国一2 碁密教育部の機構図

(2) 基礎教育の審議システム

基礎教育部の行政内容や基本的な指導方針は，文部大臣の諮問機関である基礎教育評議会の審

議に基づいて符われる。この審議システムは基礎教育法によって定められているものである。基

礎教育評議会は基礎教育フ。ログラムについての審議と監督を行うが，この基礎教育評議会はさら

に次の2つの部門に分かれている。つまり，基礎教育カリキュラム・授業内容・教科書委員会と

教員教育監督委員会である。

①基礎教脊カリキュラム・授業内容・教科書委員会

基礎教育部の総括部長は，基礎教育カリキュラム・授業内容・教科書委員会の委員長を兼ねて

いる。この委員会はカリキュラムおよび教科書の作成に関する権限を持っている。その任務と機

能は次のようなものである。

(a) カリキュラムと授業内容の作成，その改善。

(b) 教科書の編集と作成。

(c) 小学校から高等の第1学年までの間で学校単位で行われる学年進級試験の基本的な形式や

難易度などについての答申。

そしてこの委員会の下部組織として，各教科に対応する形で教科に関する委員会が構成されて

いる。その教科委員会は各教科の教科書そ作り，教科毎の指導内容を作成し，教員に対する指導

援助の原形そ準備する。また教科毎の学年進級試験の問題の形式などを決定し，教育政策の変化

と対5むさせながら基礎教育カリキュラムの反省と改訂についての提替を行っている。さらに，こ

れらの委員会は必要な場合教師の研修会や教科コースの指導，教育ラジオ講座やTV番組の原稿
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を覆いたり，カリキュラムや教科書の髄査なども行っている。なお，上で、述べた小・中学校，お

よび高校の第l学年までの間に符われる学年進級試験制度とその内容については第2章の中の評

舗プログラムの館で詳しく述べることにする。

②教員教育監督委員会

基礎教育部の総括部長は教員教育監督委員会の委員長としての役離も持っている。この委員会

は教員養成プログラムの監督と教員養成校の実習生の選別に関する権限を持っている。

(3) 基礎教育の管理制度についての菌と地方レベルの間の関係

概略的に述べるならば，小学校から高等学校までの初等・中等教育についてのカリキュラム，

教育計画，予算などは文部省の基礎教育部の直接的な管理によって行われている。一部，外1/1祭

レベルの教育活動の実態や予算の執行などに関する検査部の仕事は文部省の基礎教育部の検査局

の指導を受けながらチli/県の教育局が権限を委譲されて行っている。同様に，市町村レベルの検

査部に関わる仕事も市町村の教育局(Township Education Office )に権眼が委譲されている。こ

のように，一部の教育管理の権限は地方レベルに移されているものの，ミャンマーの初等・中等

教育は中央の文部省によって誼接管理・統制されている部分が多いのである。

2.高等教育部 (DHE)

(1 ) ミャンマーの高等教育機関とその基本的しくみ

高等教育部は文部省の行政組織におけるーセクションであり，高等教育制度の管環，謂整に対

する権限を持っている。高等教育に潤する学術政策と高等教育機関の管理の関することは，先に

上げた文部省が統括している 7つの審議会の中，次の高等教育に関係するニつの審議会によって

監督されている。つまり，大学中央評議会と大学学術組織評議会の二つで、ある。前者は，一般的

な大学及び学術に関する基本的な高等教育の政策に関する審議と諮関をその主要な任務としてい

る。後者は，高等教育機関の教育・研究の内容についての基準内容等を審議している o このニつ

の審議機関に加えてさらに，ミャンマーの教育全体を包括的に審議する機関で，前の基礎教育部

のところでも述べたミヤンマー教育委員会の審議内容を基にして高等教育部の行政執符は行われ

ている。

ミヤンマーにおける高等教育は，総合大学，単科大学，専門大学，鰹期大学の 4穣類の教育・

研究機関で行われているが(巻末のAppendix1参照)，高等教育部はこれら全ての高等教育機関

を直接続括している。

(2) 高等教育部の組織とその管理機構

高等教育部は，総括部長の下に大学局と学術調際局の 2 つの部門がある(~喜一 3 )。大学局は，

高等教育に関する学術的，管理的，財政的業務に対して権限を持っている。学術開襟局は，国擦

交流や海外協力に対して権限を持っている。それは， ミャンマ一文部省と他政府との教育的取り

交わし，教育的計画の調整，養成プログラムなどに関して器捺・対外的な関係諸機関との連絡・

調整を行うセクションとしてその任務を来たしている。学術国際局は， UNESCO，コロンボ計

画の活動の他に，留学生の派遣業務，奨学資金なと、の管理を行っている。

高等教育部の主な機能と義務を述べると以下の諸点のようなものである。

①ミャンマー教育委員会と大学中央評議会によって決められたプログラムや機能を果たす。

②高等教育の質を確保する。

③教職員の選別を行い養成を監督する。
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総括部長

国一3 高等教育部の機構隠

@建物，設備，指導援助，実験や科学的な備品などのような物理的施設の供給の監督。

⑤文部省試験委員会によって実施される全国統一の高等学校卒業試験の成績，出身地域を考慮し

て高等教脊機関への入学者の選抜を行う。なお金問統一卒業試験については後で触れる。

⑥教育委員会の諮問によって臨時的に高等教育部に要請されたものについての行政活動。

3. ミャンマー教膏研究局 (MERB)

文部省の三つめの下部行政組織として，ここではミャンマー教育研究局について説明をする。

ミャンマー教育研究局はこの部門の最高責任者である議長の下 4つのセクションから成ってい

る。教育研究局の行政組織は悶-4の通りである。

(1)教育研究潟の任務と権限

この教育研究局の主要な任務と権眼は，まず第ーには， ミャンマーの教育に関する研究活動を

推進・進展させ，さらには支援することである。そして，教育研究局は研究機関として幅広い研

究も行っている。これらの研究活動の麗関の際には，必要に応じて文部省の他の行政部門や文部

省以外の他の省と連携を取りながら進められている。

教育研究局で行われている研究はミャンマーの初等教育から大学レベルの高等教育まで幅広

く，かっさまざまな視点から教育に関する研究を行っており，以下のようなことがこの教育研究

局の研究課題になっている。

①ミヤンマーの教育制度や教育内容等に関わる大きな問題や基本的な開題についての謂査研究

と，問題解決のための開発研究を行うこと。例えば， ミャンマーの小学校で行われている進級試
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験制度について，その問題点などの調査研究が最近作われている。あるいは，教員の人数が守之足

している学校で，どのようなティーム・ティーチングをとって効果的な教育を行うかといった研

究もかつて行われたことがある。

②ユネスコ(国連教育科学文化機構:UNESCOや国連開発計調(UNDP: United Nations De-

velopment Program )との共時研究でミャンマー側の中心的な研究機関として活動する。ミャン

マーの小学校における教育評鏑システムや，上でも述べた進級試験制震についての全国的な調査

などがユネスコとの共同研究で符われてきている。

③教育に関するさまざまな調査研究の結果そ他の文部省の行政組織が利用し，教育改善に資する

ように提供すること。

也教育の改善や向上のために適切な方策を見つけ出すこと。

⑤ミャンマーの今日の学校教育における教育活動と教育実践の現代化に向けての調査研究。

(2) 教育研究局の主要な活動内容

上記の研究活動を効果的に遂行し，目的を実現するために，具体的には教育研究局はミャンマー

教育委員会と教育研究政策監督委員会の指導の下で以下のような研究を行っている。この教育研

究局が行っている研究活動のゆ心になっているのが関-4の最下段にある10の課の中の教育研究

課(Educational Research Section )である。教育研究課の主導によって狩われている研究には以

下のようなものがある。

カリキュラム開発，教授/学習法，教育的測定と評価，教師教育，教育管理，職業訓練，家庭
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教育/社会教育/学校以外での識字教育，教育原理，教育政策/システム，教育の比較研究。

教授活動援助課(Teac凶19Aids Section )は，教師の教授活動を支援するための教育方法・教

具などのさまざまな教育資源(educationa1 resources )の開発と活用方法についての研究を行っ

ている。異体的には，模範的な指導方法や指導内容・教材教具に寓する全国レベルの研究大会な

どを綴織している。この研究大会では，学校の教材や備品，特に小，中，高等学校の初等・中等

教脊レベルの生徒のためのおもちゃを含めた教具の利用法や学習教具の製造と開発に力を入れて

いる。

教育放送や教育挟酉については 3つの課(教育テレピ課Educationa1T. V. Section，教育映繭

/スライド諜 Edu四.tiona1Filrn/Slides Section，教育放送(ラジオ)諜Educationa1(Radio) Broad幽
casting Section )で行われている。これらの 3つの課が担っている研究活動の中では次のような

教育放送番綴の制作に力点が置かれている。①小学校から大学までのさまざまな教育レベルの視

聴者のための各種教育番組の制作，②遠繭地教育の大学生のための教育テレピ番組の制作，①教

育史料としての教育活動や教育内容の記録をすることを目的に設置されている教育映画/スライ

ドの制作教育研究結ではいくつかのミヤンマーの教育に関する出版物を発行している。それらは

以下のようなものである。

1つは年 4回発持されている教育雑誌(ミャンマー諮で rPyinnya Lawka J Educationa1 
Society)の発行と出版がある。ニュースレター(ミヤンマ一語で rSapay-tha-dinn J Educa帽
tiona1 News Letter )もまた，小学校から大学までの教師向けの出版物のうちの 1つである。

また，教育と研究に関する雑誌や案内書や手引きも髄時，刊行され，配布されている。

教育統計課(Educationa1 S旬tisticsSection )では，ミャンマーの教育に関する統計年報を作成

している。

4.ミャンマー金槌統一試験評議委員会(MBE) 

ここでは，文部省のもう一つの部局であるミャンマー全酉統一試験評議委員会(額一5)につ

いて述べる。この全国統一試験評議委員会の機能と役割は，ミャンマーの教育制度の中で一つの

重要な位置付けと特徴を形成するものであり， ミャンマーの教育について語る時，この委員会の

存在を無視することはできない。

(1 )全国統一試験評識委員会の機能と組織構造

全閣統一試験評議委員会の任務は，現在はBEHS (Basic Education悶ghSchool)試験と呼ば

れている全国統…卒業試験の実施を行うことである。この金属統一卒業試験は，高等学校の最終

学年(10年目)の学期末に行われるもので，この試験によって高校の卒業資格と大学その他の高

等教育機関への進学が決められる。ミャンマ一国内の40万人を超える高校生に加えて，海外にい

る高校生も各国のミャンマ一大使舘において実施される大規模な試験である。この試験の通知は

ミャンマ一政府によって出され，例年3月に行われている。学生たちは英語， ミャンマー語，数

学，科学(化学，物理，生物学)，社会科(地環，歴史，経済)の 5科目をのべ 5日間にわたっ

て受けなければならない。

第2章でも改めて述べるが，高校の卒業生がどこの大学に進学するかどうかの選択は本人から

出される希望調書に基づいて出身地域や大学の希望専攻内容などを考慮しながら行われるが，基

本的にはこの統一卒業試験の成績によって決定されている。それだけ，重要な試験となっている。

委員会には，試験の内容はもとよりこまかな実施手願などについての決定や，これらを地方の
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関-5 ミャンマー金関統一試験評議委員会の機構図

試験評議委員会に通知し，実施する権限が与えられている。つまり，全国統一試験に関連する学

問的，財政的，行政的な事柄をすべてこの委員会が管理している。

(2) 会冨統一試験評議委員会の主要な活動内容

BEHS試験は，高校卒業の決定ばかりでなく，上の上級学校への進学の入学試験でもあるため，

委員会は試験の公正な実施と全国一斉に支障なく完全に遂行されるための任務と責任を負ってい

る。全閣統一試験評議委員会の組織構成は図-5のようになっている。卒業試験課(BEHS Ex-

卸lInationSection )では，問題用紙の印刷・梱包さらには各州の地方教育委員会を通してミャン

マー全土と海外の場合には海外のミヤンマ一大使舘を通して試験を送付するといった業務を持っ

ている。証明書/得点課(Certificates and Marks Section )では，試験結果の整理と編集，その

公表，必要書類の保管，受験者個人への得点の通知，高校卒業と上級校入学の認可証を承認・交

付といった業務を行っている。試験の監督や採点・集計などは各高校の校長に裁量で高校の教員

以外にその高校の所在地にある小・中学校の教員も参加して実施される。これらの試験の実施に

参加する教員のために支払われる賃金や財政的な任務を会計課(Accounts Section )が行ってい

る。

5. ミャンマ一国語審融委員会 (DMしC)

ミャンマ一国語審議委員会は，文部省の下部部門の 5つ自のものであるが，この審議委員会は

ミャンマー国語の発展・保護を計ることをその主要な任務としている。このセクションは審議部

門である審議会と管理・行政部門の二つから成っている。

(1)組織と管理機構

審議会の構成員は，内閣によって任名されるが，大学教授や国審館舘長，作家など広く言語・
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、 マベャ叶|ミャペ|識字問問部 11轄と 11人事部 11予算と
盟語辞典課題語辞典課国語辞典課題語文法諜 文書調査 会計部
(1) (2) (3) 

ト一一一一一
M~編集長と 副編集長と 副編集長と 副編集長と 副編集長

語家l里1瞳ゴ瞳と編集者 編集者 編集者 編集者 と編集者

関-6 ミャンマー閤語審議委員会の機構国

文学に関する学識経験者から成っている。委員の人数は10程度で，固定はしていないが，現在は

11人である。この審議会の委員長には，文部大芭が鹿接就いている。この審議会の庶務的な補佐

は次の管理・行政部門の関連部局が勤めている。

管理・行政の部門は，大きくは学術部と管理部によって組織されており，前者には，辞書編纂

に携わる部門，文法や広く国語の研究に関する資料の収集に欝係する部門などから成っている。

後者は，通常の管理的な機能に加えて，蔵書や記録やグラフィック・アートの整備といった学術

的な面での役割と機能も巣たしている(臨-6参照)。

(2) 機能と任務

上で述べたミヤンマ一国語審議管理・行政部門(圏一 6)は，審議部門である審議会の産援の

指導の下で機能しており， ミャンマー国語とミヤンマ一文学に関係する事業の履行を果たしてい

る。

第二章 ミャンマーの学校教曹の実態と教員養成のしくみ

この撃の前半ではミヤンマーの小学校から高等学校までの学校教育について，その教育制度，

カリキュラム，そこで用いられている教育評価システムとその実擦的使用などについて述べる。

そして，意の後半部分では，これら初等・中等学校の教員養成のしくみとその特徴，問題点など

について述べる。
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1.ミャンマーの学校教育とその内容

(1 ) 学校教育の組織構成

教育学部紀聖書 第76号

ミャンマーにおける小学校から高等学校までの初等・中等教育では基礎的な知識の習得が教育

の主要な目標として設定されている。そして，大学についてはより高度な学術研究と，高度な学

術的な知識および技術の修得を呂指した教育という役割が位韓づけられており，前者の初等・中

等学校については基礎教育(Basic Education )機関，大学については高等教育(問的erEducation ) 

機関という区別が設けられているのである。この後でもみるようにミヤンマーの初等・中等教育

は基礎的な知識の習得というものに大きな力点が置かれており，その点では臼本の学校教育，特

に小学校の教育目標として子ども遠の主体的学習活動や自主性を育てるということに教育自標が

罷かれていることとはいくぶん違ったものになっている。

ミャンマーの教育制度は日本とはやや奨なった小学校5年・中学校4年・高等学校2年という

学年制度を採用している。小学校の 5年間の中，最初の学年は幼稚園(kindergarten )と呼ばれ

ているが，日本の幼稚関とは全く異なっており，日本の小学校l年生に梧当するものである。内

容からすると幼児学年とか幼兇級ということになるだろう。ミャンマーでは，通常，小学校から

高校まで，学年を通した呼び方が使用されており，その呼び方に従うと，小学校はゼロ学年(幼

稚園)からー 4学年，中学校は5学年一 8学年，高校は9学年-10学年であり，大学に入学以前

に，合計11年間の学習課程を修了することになる。 8本の公立学校において，一貫教育が行われ

ている学校はほとんどないが， ミャンマーでは多くある。特に，小学校と中学校はほぼすべての

学校で2つが併設されているタイプで，小学生と中学生が同じ校舎の中で勉学と生活を営んでい

る。

ミャンマーと日本の初等教育の大きな違いの一つは， ミャンマーの場合には小学校の最初の学

年である O学年には5歳で入学すること，そして日本ではまだ幼児教育を受けている年齢段階に

相当する 5歳の子どもに本格的な教科学習が開始されていることであり，それらのカリキュラム

は前の第l章で述べた文部省の基礎教育部によってすべて定められているのである。従って，

フォーマルな学校教育を受ける経験はミヤンマーの子どもの方が日本の子どもよりも 1年早いの

である。ミャンマーの O学年の克童は，国語，算数，英語の 3つの教科と音楽，表現，遊戯，宗

教活動といった教科外の学響を系統的なカリキュラムの下で，しかも 1週間あたり35コマという

高等学校までまったく同じ授業時間数になっているのである。

日本の場合には，幼稚顕教育のカリキュラムとしては，基礎的な知識や学力の育成といったこ

とよりも保脊すること，子ども自身の心身の発達を助長することに主な主眼が置かれているので

ある。だから，幼稚園教育要領では，子どもの心情や意欲，態度などが育っていくことが幼克教

育として期待されているのであり(幼稚闘教育の「ねらいJ)，その「ねらい」を達成するために

「健康Jr人間関係Jr環境Jr言語Jr表現jの5つの領域が幼稚盟教育の内容として設定されて
いる。このように日本の幼稚園教育では，遊びを中心にして子ども達自身の生活と活動を重視し

たものになっているのである(“Outlineof Education inJapan"， 1997， p. 21より)。
なお， ミャンマーでも日本の幼稚関に相さきする公立，私立を含めて DayNursery School (ミヤ

ンマ一語で「ムジョウJ)と呼ばれるものがあり 3歳半から小学校入学までの子ども連，ミャ

ンマーのおよそ半数の子ども達が通っているo 教育内容としては日本の幼稚園とかなり類叡した

ものになっている。
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(2) 学技教育制度

ミャンマーの小学校と中学校は臼本と違って義務教育制度をとってはいないが，教育費は無償

である。都市部，例えばヤンゴンの子ども達はほとんどが小学校に通っているが，地方の農村部

などまだ完全に教育が整婿されていないところでは，未就学児童がいる。高校では9学年(日本

の高校 1年生に対応)の授業料は 1か月 5チャット (kyats)，高校の最終学年の10学年(日本

の高校2年生に当たる)は6チャッ卜の授業料がかかるが，これらの授業料はきわめて安いもの

で， 5チャットや6チャッ卜ではノートも買えないほどの値段であり，ほぽ無償に近いといえる。

ミャンマーの学校(小学校から大学まで)は全て居立である点が臼本の教育形態と違っていると

ころであり，学校教育機関が国立であるという性格はカリキュラムや教育内容について閤家統制

が強いことと密接な関係にある。

(3) 学技教育の目標及び詩的

ミャンマーの基礎教育の主な目標は次のようなものである(Basic Education in Brief， 1996 )。

①全てのミヤンマ一国民が身体的精神的に十分基礎教育や健康や道徳を備えた労働者になること

カfできること。

②ミヤンマ一利益のために職業教育の基礎をしっかり置くこと。

③生産力を強化し発展させうる科学の指導寝先すること。

④醸の文化，美術，文化の保存と発展をさせうる芸術の指導を優先すること。

⑤大学教育のさらなる追求のための健全で磯摺たる基礎をしっかり身につけること。

ミャンマー，日本両盟ともに教育の自擦は明白に記載されている。しかし，両国の情勢により

教育臣擦にすえる中心点は奨なっている。

岡留にみられる初等教育，中等教育の悶標として共通点にあるのは，国の文化の保存，健康の

増進，社会・道徳的価値の育成，社会で必要とする職業に関する基礎的な知識と技能の育成，な

どである。一方，臼本の教育目標にはさらに次の諸点が含まれているのがミャンマーと日本の教

育目標の違いとなっている(学校教育法，第18条小学校教育の目襟，及び第36条中学校教育の目

標)。

①人龍関係における正しい理解，協調性，独立生の育成。

②国際平和，間際協調，世界の繁栄。

③国家をこえて世界に自を向けた知性と理解力の育成。

④各人の個性をのばす養成教育及び養成。

⑤子どもが将来自立していくため自分に適した職業を身につけるための適切な能力を育成。

(4) ミャンマーと日本の学校の年閤スケジュールと年間授業日数

ミャンマーと日本の年間スケジュールと年間授業日数は，下の表一 1のようになっており，こ

表-1 ミャンマーと釘本の学校の年期スケジューJL-と年間授業日数

項悶 ミャンマー 日本

年濁スケジュール 1学期 6 -1Of] 1学期 4-7月

タデインジ、ュ休み(10日) 夏休み (40日)

2学賂 10-12f] 2学期 9 -12月

12月休み (10臼) 冬休み (14日)

3学期 12-3月 3学期 1-3月

夏休み (60日) 春休み(10日)

年間授業日数 年間1968(二七日然校) 年間220日

資料:Focus on Education (1997)，堀軍事磨(1997)
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表-2 ミャンマーと臼本の学校教育科目

科 関
ミャンマー 日 本

小学校 中学校 同等学校 小学校 中学校 高等学校

溺語 O O 。 。 O 。
英語 O O O O 。
数学(算数) O O 。 。 。 。
理科一般 O 。 。
物理 O 。

O 
化学 。 。
生物 。 。
地学

O 。
社会一般 。
地理 O O O O 。
歴史 O O O O 。
経済 。
政治 。 。
倫理

体育 。 O 。 。 O 。
道徳 。 O 。 。 O 

技術・家庭科 O O 。 O 。
音楽 。車

O 。 。 O O 

美術(芸術等) 。 。 O 。
注:日本の小学校1-2年次は生活科，高校の一般理科は「総合理科j

出典堀軍事磨(1997)を義に一部修正。表中*の部分が堀の表には記載されていない

が，実際には小学校では音楽の授業科白がある。

表一3 ミャンマーと日本の小学校の圏諸の学習コマ数

れらを比較してみると両者にはいくつかの違いがあることがわかる。

(5) カリキュラム

ミャンマーと白本の小，中，高等学校における学校教育教科の一覧を示したものは表 2であ

る。

ミャンマーと日本の学校教育における授業科目の違いとして指摘できる第一の相違点はミャン

マーでは小学校から英語の授業が行われていることである。さらに，最近では高校の理科系科目

(生物，物理，化学)，数学，経済のテキストは英語で警かれているものが使われており，英語

が他の教科の学習を通しながら曹得するような方法が取られていることである。もう一つは，ミャ

ンマーの学校教育においては技術，家庭科，音楽，美術の学習については各教科は特に必修科目

としては設定されていないが，担任教師の特断で1週間の指導スケジュールの中に組み込まれ指

導が符われている。

次に，小学校の菌語の学響時間については，ミヤンマーの学校教育の中では，学年が上がるに
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表-4 ミャンマーと日本の週開コマ数と 1教科の学習時間

項 自 ミャンマー 日 本

遊間コマ数 小.i=t・ 1笥とも35コマ 小学校 25-29コマ

中・高校 30-32コマ

1教科の学習時間 1コマロ45分 小学校=45分

ゆ・高校=50分

出典:Focus on Educa討on(199η， Outline of Educ説oninJa抑n1997 (1996)，猶琢

磨(1997)
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つれて層語の学習時潤数が増え，国語教育が重視されているが，日本の場合は逆に学年が上がる

と減ってくるということが表-3からわかる。なお， ミャンマーの初等，中等，高等学校の各教

科科自の 1週間あたりの授業コマ数についての詳しい資料を巻米の Appendix2に載せてあるの

で，参照されたい。

週間コマ数と 1教科の学習時賠について(表-4)，ミャンマーでは小学校から高等学校まで

1遇聞は同じ35コマの授業と，授業時間では45分間を基本単位として共通に行われているが，日

本では小学校と中・高等学校とでは週当たりのコマ数も授業時間も違っているし，さらに小学校

のゆでも学年による違いがある。

(6) 評価プログラム

ミャンマーの学校教育においては児童・生徒の学業の評価は月例試験，期末試験，進級試験な

ど一年を通して行われるさまざまな試験の結果を用いて行われる。期末試験は小学校から高校ま

でのどの学校やどの学年でもすべて一年に2回は必ず行われており，月例試験については学校に

よってその実施の仕方が幾分異なっており，毎月行なっていない学校もある。これらの試験は生

徒の達成度を判断することと，授業内容および教授方法の改善のためのフィードパック情報を得

るという目的で行われている。

日常の児童生徒の学習活動を継続的に観察することなどを通してより包括的な評価が行われて

いるB本の教育評価の方法やその実践とは対照的にミャンマーの場合には生徒はたとえ小学生で

あっても学年末の進級試験を受けなければならないし，この進級試験の結果によって次の学年へ

の進級の是非も決定されてしまうほど大きな重みを持っているのである。ミャンマーの教育制度

ではこの学年末の試験は最も重要な要素になっているし，学校教育の性格を大きく規定している

ものでもある。ミャンマーの子ども連はこのような進級試験のシステムに日本でいえば幼稚園の

年長児に相当する5歳のゼロ学年の時から阜くも経験し，結果的には子ども達はこの試験制度に

慣らされているのである。百本の初等教育と比べてもなかなか想像できないことだろう。後でも

触れられるが，こういったことで子ども遠の学習への態度，つまり進級試験に受かることが勉強

の目的になってしまい，学習内容を暗記するという受動的な学習の仕方が劫長されてしまうと

いったことが起きているのである。このような試験制度が採用されている背景にはいくつかの要

国が考えられるが，この章の関頭でも述べたようにミャンマーの初等・中等教育の性格として基

礎教育が薫視されていること，そして文部省の中にも基礎教育の内容を直接管轄する基礎教育部

が置かれていることと密接な関係があるのである。

高校の最終学年である10学年の最終試験(全国統一卒業試験BEHSExamination )は文部省金

問統一試験評議委員会によって主催される全国統…試験である。この試験はミヤンマーの教育制

度では非常に主重要である。なぜならこの試験の結果によって進学先がきめられるからである。こ
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れはまさに金属規模で行われる統一試験であり，文部省が直接管轄していることからいっても単

なる高校の学年末試験というようなたぐいのものではないことががわかるだろう。

高校の最終学年で実施される学年末試験が文部省によって直接実施されているのとは異なり，

小学校の最終学年である 4学年の学年末試験は市町村レベルの共同試験委員会(Cluster輔based

Examination Boards )によって行われている。これは市町村舟の学校がいくつかのグループに分

かれて構成する委員会である。この試験もまさに小学校から中学校への進級試験を兼ねているも

のであり，それだけ生徒にとっても重要な意味を持っている試験である。このような試験である

からこそ，市町村の試験委員会の責任によって実施されという方法がとられているのである。い

まはこの試験は問じ市町村のいくつかの学校が共同して実施する形態がとられているが.1990年

のはじめまでは市町村の試験委員会が実施しており，一つの市町村のすべての小学校最終学年の

児童には同じ内容の試験が一斉に実施されていたのである。また，この1990年のはじめまでは中

学校の最終学年である 8学年の学年末試験は文部省によって全冨統一の試験として行われていた

のであり，現寂よりも小・中の各最終学年の学年末試験ははるかにきびしいものであった。 8学

年の学年末試験は現在では，各学校にその試験実施はまかされている。小学校から高等学校まで

の教育期間の中で上にあげた学年以外の最終試験については各学校で行われている。これらの試

験は鰐年.4学年と10学年の学年末試験より前に実施されるのが慣例になっている。ちなみにミャ

ンマーの試験期聞は夏休み(4. 5丹)前の2月と 3月である。

次に合否の決定方法について述べる。 10学年の全関統一卒業試験(BEHS Examination )の合

否には月例試験や期末試験の結架は考慮されない。 4学年と10学年以外で実施され，各学校毎に

実施される学年末試験では仮に合格基準に達しなかった子ども達については月例試験や期末試験

の結果をみながら合格の可能性が再度考慮されて最終的な進級の結果が出される場合がある。も

ちろん，どこまで月例試験などが考慮されるかは学校によって違っているし，また一つの学校を

とっても利用の仕方が決まっているわけではなく年度によって変ったりしているのが実状であ

る。従って一般的に雷えば，月例試験や期末試験の結果は進級試験の合否の決定には考慮されな

いということになるわけである。そしてこれまで述べてきた各学年末の進級試験の合格点は各科

目すべて総得点の40%以上である。坂に一人の子どもが合格点に達しなかった科目がある場合に

は機械的に落第させるのではなく，校長以下複数の教員が加わって協議して一定の結論を出すと

いう，救済制度がある(ミャンマーでは“moderationsystem"と呼んでいる)010学年の最終試験

(全国統一卒業試験BEHSExamination )の場合には科目毎に受験者全員の平均点と分散を考慮

しながら難易度の議整を行い.40%という合格水準の見砲しを行うという方法が取られている。

次に，この高校最終年度に行われる全国統一卒業試験の実際の運用などについて述べることに

する。全国統一卒業試験 (BEHS主主amination)の結果はA1)スト合格者. Bリスト合格者，不

合格者の三つに分けられるo一科目のみで35点以下をとった者はBリストで合格する(これは

1985年から実施されている)0Bリストでしか合格しなかった者は大学進学はできず，専門学校

への入学のみが許可されることになる。 Bリスト合絡者で大学進学を希望する場合には翌年不

合格者と同様に再受験しなければならない。不合格者は大学進学の資格が得られらなかったとい

うことと再持に高等学校卒業の認定も得られなかったということを意味しており，最終学年もも

う一度やり霞さなければならない。 8リスト合格者の場合にも大学進学を希望する場合にはも

う一度高校の最終年度をやり霞す生徒が多い。これは義務ではなく，本人の意志によって決めら

れている。なお，不合格者とちリスト合格者が来年度もう一度障受験する場合には全科目の受
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験が必要で，再び不合格になる可能性もあるわけである。金属統一卒業試験に 2年連続落ちると

夜学は認められないので学外から受験することになる。

一方Aリスト合格者には大学進学が認められる。ただし進学先は全国統一卒業試験の結果と

大学の定員によって振り分けられる。 Bリスト合格者には専門学校受験資格が与えられる。 B

リスト合格者が入学できる専門学校としては，科学技術省(Ministry of Science and Technology ) 

の管轄下にある 3つの専門学校，工学系の専門学校(Government Technica1 Institutes: GTI )， 

農業系の専門学校(State Agricultural Institutes : SAI )，経済系の専門学校(Commercial Schools ) 

がある。これらはいずれも国立の専門学校で，大学よりもワンランク低い地位にある。以上の専

門学校は本来はBリスト合格者が進学する教育機関であるが，近年Aリスト合格者の希望が増

加し， Bリストの進学の可能性が減少する傾向にある。そのため現在の大学進学の選択制度の

欠陥としてはBリストの存在そのものの意味がなくなっていること， Bリスト合格者の受け盟

としてあった専門学校の性格も変ってきて Aリストと 8リスト合格者を亘別することもあいま

いになりつつあるということである。

次に試験の出題形式について述べるo 一般的には筆記検査では生徒の知識力，理解力，応用力

などの認知能力に焦点をあてている。言語力，正確さ，洞察力といったものもこれらの試験では

検査項目として含まれている。一般的に質問形式は客観テスト形式，短答形式，限定論文形式で

ある。 9学年， 10学生存で鏡われている理科(生物，物理，化学)，数学，経済の教科書は英語で

書かれているために試験も英語で受けなければならない。

(7) ミャンマーの試験制度改善の試み

ミャンマーの試験中心の教育評傭制度を改善するために小学校レベルでは1990年度からユニセ

フの援助によって文部省基礎教育部が試行的に評価改善のためのフロジェクト(Continuous 

Assessment and Progression System: CAPS )を発足，実施している。このプロジェクトの巨的

は教育評錨の機能を学習者である児童・生徒に対して自己の学習の達成の程度や学習上の問題点

を知らせていくという意味と，教授者である教員に対しては自己の教捜活動や教育内容・教材の

問題点を学習者の学習評価安通して明らかにし，授業改善のための情報として使っていくという

情報のフィードパック機能を重視すること，さらには児童・生徒の学習活動を中心にした教授活

動を強調していくことである。この考え方に沿って実際に各学校単位で教育実践が行われている。

このプロジェクトでは生徒の学力を伸ばすため達成度をより体系的・継続的に記録されている。

1996年度までに276市町村にある9211校でこのプロジェクトが実施されている。このプロジェク

トに参加して，実際に教室の子ども遠の学習活動の観察を評儒に生かしたり，学期や学年末のテ

ストだけで子どもの学力水準を翻るのではなく，小さなテストを単元毎に実施するといったこと

を教師たちが試行的に行ってきた結果では，この種の観察によって子ども遠の学習の状態を把握

するといった方法に習熟していないことやそもそもこういう違った評価観に基づいて作られた評

価方法へと大きく転換することにはかなりの無理在感じていることもあり，決して容易ではない

と言わなければならない。筆者が直接このフロジェクトに参加している教師の感想として麗いた

中にもそういった声があったし，このプロジェクトの結果の一部を述べたものにも日常観察や小

テストの使用といったプロジェクトで自指している評価方法と既存の学期末や学年末の試験結果

を併用していくことが当部のあり得る方法として指摘されているのである(Education Sector 

Study/ Wor対ngPaper: Student Evaluation， 1992 )。

一方日本の教育制度において小学校レベルでは単元ごとに小さな理解の程度をみたりする試験



138 教育学部紀婆第76号

表-5 ミャンマーと日本の学校教育評価制度

項 目 ミャンマー 日 本

進級試験 あり なし

(小・中・品校) (小学校)

定期試験 合計9出 単元が終わるたびに，確認のための

-進級試験(3月第2週) 小さな試験(教師作成のテストも含

-期末試験2回 む)

一学期末 (中・高校)

ニ学綴末 合計5図

-月例試験6凶 -中間試験2回

-期末試験3殴

生徒達成評価システム -0学年から 3学年(小学校)まで， 一尚校lこ入るための試験は都道府県

5学年(中学校)から 9学年(高校 の試験

1年)までは，学年最後の試験は学 一大学に入るための試験は文部省の

校によって主催される試験 大学入試センターによって主催され

-4学年(小学校)の学年巌後の試 る大学入試センター試験

験は市町村レベルの共同試験委員会

によって主催される試験

-10学年(高校2年)の学年最後の

試験は文部省試験委員会によって主

後される全磁統 の卒業試験

(BEHS Examination) 

I窃校に入るための入学試験 なし あり

大学に入るための入学試験 なし(全国統一の卒業試験の結果に あり

よって決める

資料:Education Sector Study/ Working Paper: Student Evaluation (1992)，堀琢磨(1997)

や， ドリ jレ的な試験があるが，あくまでの臼常の教育活動の一環としておこなわれているもので

ある。また，小学校・中学校では試験で計ることができる知識の習得だけでなく，理解や興味・

関心といったより広い観点から子ども達の学習活動や学力を捉える試みが日常の教育活動の中で

行われているのである。こういった点は日本とミヤンマーの評価システムの大きな違いの一つで

もある。日本では，中，高等学校レベルでは一年に中間試験が2阻，期末試験が3屈ある。最ち

重要な試験の一つに高校進学時の都道府県教育委員会による入学試験がある。もう一つは文部省

が実施する大学入試センター試験である。日本の生徒の達成度評嬬の長所の一つは逓テスト，月

テスト，学賂毎の結楽のみでなく，教師の観察による教科への意欲，授業への参加態度も考慮に

いれて総合的な評価である。しかし，実際には中学校までは義務教育であるため，生徒たちは自

動的に進級する。その結果，学習の遅れが解消されないまま次の学年に上がってしまい学習につ

いていけない「落ちこぼれJを生んでしまうことになるのである。そこで臼本の教育制度の場合

には，自己の学力の達成の水準を生徒にフィードパックしていくこと，さらには「落ちこぼれJ
を未然に防ぐような教育機能の改善を目指すことが重要であると考えられる。

現在ミャンマーの教育評価制度は試験中心であるため様々な問題点がある。この問題点につい

ては第3章で述べる。

学校教膏評価制度についてのミヤンマーと日本の比較は表-5に挙げる通りである。
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2.ミャンマーの教員養成のしくみと教員養成課程

日本では小， r:t，高等学校の教員養成は火学や短期大学で、行われる。教員になるためには教員

免許が必要である。日本の教員養成課程は免除付与の制度をとっており，大学や短期大学で所定

の単位を取れば本人の希望する免許が取得でき，教員の資格が与えられる O そして日本では各都

道府県の教育委員会が実施する教員採用試験を受けてその合格者が教員として採渇されることに

なる。

一方， ミャンマーの現在の制度で、は一つを除いて全て現職教育の方法(irトserviceprogram ) 

がとられている。この例外の一つはUIUversityfor the Development of National Races (UDNR) 

と呼ばれる遠隔地夜住者のための免除授与(いわば， pre-service program )の大学である。ミャ

ンマーの教員養成課程と臼本との大きな違いはミヤンマーでは fステップ・パイ・ステップjと

いう階級的な養成制度が採られている点である。これは一般的には大学卒業後直接中，高等学校

の教員になることはほとんどできなしL まずはじめは小学校の教員にならなければならないので

ある。そして小学校の教員の経験を積みながら一定の研修期間を経て中学校の教員へとステッ

プ・アップしていくわけである。高校の教員になるためにも同様で，中学校の教員としての経験

を積んでいることと再度，研修を受けなければならないのである。この方式と養成制度のついて

は次のところで詳しくのべる。日本とミヤンマーの教員制度のもう一つの違いはミャンマーでは

小学より中学，中学より高校の教員の方が格や給与がはるかに高くなっていることである。その

結果当然のことであるが，より条件のよい教員になろうとするために小学校の教員には経験の長

い熟親した先生がいなくなってしまうということを生んで、しまっているのである。例えば小学校

の給与水準は，初任給が950チャット(Kyats )で 2年毎に25チャットづっ給与ベースが上がっ

ていく。そして上限の給与額は小学校教員の場合は1，050チャットと決められている。ちなみに

1，000チャットはおよそ成人一人の 1か月の生活費に栢当するもので，決して給与面での条件は

良くない。中学校の教員の初任給は1，100で，同じく 2年毎に25チャットづっ増え，上限は1，200

チャットである。他方，高校の教員の場合の初任給は1.250チャットで， 25チャットづっ 2年毎

に増え，上限は1，350チャットに設定されている。このように小，中，高の各教員の給与水準は

小学校の教員の上限よりも中学校の初任給の方が高く，また高校の教員の初任給は中学校の教員

の上限の給与よりも高いというように格蒙が大きくなっているのである。

次にミャンマーの教員養成課謹の fステップ・パ4・ステップ方式J(~- 7 )に沿ってくわ

しく述べる。教員志望者は大学卒業後，まずは小学校の教員になる。ただしこの段階では教員と

しての専門的な能力や技能を養成されていないためTeacherTraitung Schools (γrs)と呼ばれ

る養成所で小学校教員養成課程コースを受けなければならない。このコースは通学・通信コース

共に 1年間である。この養成所への入所を待ちながら小学校の教員として子ども達の指導に当た

る訳である。この養成所での1年贈の研修期開中は研修に専念し，教壇には立たない。このコー

スを終ずいた後，小学校教員の経験が3年あれば，中学校の教員になることができる。

更に中学校教員になった場合TeacherTraitung Colleges (TTC)と呼ばれる養成所で小学校

の教員が行うのと同じように中学校教員養成課程コースを取らなければならない。このコースは

通学，通信コース共に l年間である。ここでは1年間研修に専念し，教壇に立たないのも先ほど

の小学校教員の場合と潤様である。

高等学校の教員になる場合は文部省の基礎教育部の実施する入学試験を受けなければならな

い。受験資格は中学校教員養成課程コース終了証と小学校から通算5年以上の教員経験が必要で
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高校の教員養成課程コース (IOE)

中学校教員養成課寝コース (TIC)

小学校教員養成課程コース (TIS)

小学校の教員(養成前)

入学試験

入学試験
(5年の教員経験)

3年の教員経験

国一7 ミャンマーのステップ・パイ・ステップ方式の教員聾成システム

ある。高等学校教員養成課程コースはInstitutesof Education (IOE)と呼ばれる養成所で、狩っ

ている。このコースは通学が1年，通信が2年間である。この通信コースでは入学試験は必要な

い。

高等学校の教員が修士課程を希望する場合 2年以上の経験があれば受験資格が得られる。こ

のコースは3年である。修士を取得した教員はIOEと呼ばれる大学の教員になれる可能性があ

る。

このようにミヤンマーの教員養成課程はステッフ・パイ・ステッフ方式である。これらの養成

所はTTSが14校， TTCが5校， IOEが2校ある。

第三章 ミャンマーの教育評価システムに関する問題点

1.試験重視による弊害

第2主義ですでに述べたように，現在のミャンマーの教育評価システムでは一年間に複数回の月

例試験や期末試験があるにもかかわらず進級の決定は主に学年末試験の結果に基づいている。小

学校の最初の学生存である O学年の生徒ですら進級のために学年末試験を受けなければならない。



ミャンマーと日本における学校教育と教員養成課程に関する比較研究 141 

高等学校修了者にとっては， 10学年の最後試験(全国統一卒業試験BEHSExamination )の点数

によって，大学その他の高等教育機関の進学先が決められるので生徒の学習毘的は自ずから高得

を取ることに寵かれてしまう。そのため，最近ではどの段階の学校教育をとってみても試験を

重視しすぎる現象が見られる。もちろん，日本の学校教育においても高等学校の入学試験や大学

入学試験においても筆記試験で高い成績を取ることだけに学習を限定してしまい，受験勉強偏重

の額向は続いている。しかし，ミャンマーの場合には受験期ばかりでなく学校教育の全期間にわ

たって試験による進級が決められていること，時には試験の結巣いかんでは葡年という結果に

なってしまうことがあるという意味では日本の試験制度とは異なった意味合いを持っているので

ある。

ミャンマーで最近顕著になってきた試験を過度に重視するという現象による一番目の問題点は

留年する率と中退する率が高くなったことである。毎年100]]人の子どもがO学年に入学するが，

小学校の最後の学年である 4学年を 5年間で修了できるのはわずか40万人である(資料 Focus

on Education， 1997 )。つまり，かなりの子どもが小学校段階でももう一度学年をやり直すという

現象が生まれてしまっているのであり，小学校を最低眼の就業年醸の中で修了できる人数は非常

に少ないといわれている。

次の問題点は試験中心の制震で、は子どもたちに基礎教育の目的である完全な発達(身体的，知

的，道徳的発達)を促進することができないことである。試験重視によって生徒中心の教授活動

から教科中心の教授活動になってきた。教師も試験そ重視した授業を行い，子どもの適性や個性

の発達を伸ばすことを忘れてしまいがちなのである。これは生徒の試験成績の結果によって教師

の能力も評髄されてしまうためである。こういった試験制度の中では自ずから教師が取るべき行

為も決まってしまわざるを得ないのである。小学校でさえ，教師は試験問題と答えをセットで教

えるといったことがみられる。主要科呂以外の時聞を鈍って，試験の前にシラパスを終えるため

に主要科目を教えることがある。生徒たちも試験に合格するためだけに勉強している。特に高校

生は全罷統一卒業試験で高得点を取ろうと競争心が強くなってしまう。

もう一つの問題点は塾の潤題で、ある。裂のために教育費が高くなる。両親は精神的，経済的に

薫い負担を負ってしまっている。試験のために塾へ通う子どもの都合が次第に高くなっているの

である。以前は特定の教科だけに絞って撃に行っていたのが，すべての教科についてまんべんな

く塾で学習しようという子ども遣が多くなっている。また薬品に加えて家臆教師をつける家庭も増

えてきているのである。もちろん，こういった熟に通わせたり家庭教師をつけるのは都会で顕著

にみられることである。約1/3の子どもが熟へ通っているというのがミヤンマ一文部省とユネス

コ，盟途開発計画によって持われた調査の結果である(Education Sector Study! Working Paper: 

Student Evaluation， 1992 )。特に10学生存の卒業試験のためには義の費用が多くかかつてしまう。

1990年8月から1991年10月に行われた先のユネスコと国連開発計画(UNESCO & UNDP )の援
助で行われた文部省のEducationSector Studyと呼ばれる全国の教育状況を謂査するためのプロ

ジェクトでは都市の家庭では収入の25%，地方の家庭では30%が教育費にあてられていることが

明らかになっている。従って，10学年の全国統一卒業試験の合格率も親の職業や家躍の収入によっ

て格差が生まれてしまっているのである。具体的には表-6にみるように専門識や会社の管理職

クラスの職業を親にもつ生徒(表ではAグループ)や商脂主，営業関係の会社員の子弟(表で

はBグループ)の不合格率は50%程度で止まっているのに対して Cグループの農業従事者や

各穣サービス業に従事している家庭の生捷や， Dグループの大工や工場労働者の子弟などは不
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表-6 抑)学年の全国統一卒業試験(1990)の合絡率と親の機業や家庭の関係に関する実僻

研究の結果

試験の成績 殺の職業タイプ*

A B C D d口h急口i戸

合格率 (Aリスト) 41 % (141人) 37.9%( 91人) 27.4%(110人) 26.4% ( 43人) 33.6% ( 385入)

合格率 (Bリスト) 5.5%( 19人) 6.3%( 15人) 5%( 20人) 1. 8% ( 3入) 5%( 57人)

不合格率 53.4% (183人) 55.8% (134人) 67.6泌(271人) 71. 8% (117人) 61. 5% ( 705人)

dE3hきrnド 100%(343人) 100%(240人) 100%(401人) 100% (163人) 100%(1147人)

*殺の職業タイプは1983年人口議資で使用した全国分類による。

資料:Education Sector Studyl Working Paper: Student Evaluation， 1992を基に算出し直した。

合格率がそれぞれ70%前後になっているのである。このように明らかに殺の職業によって全国統

一卒業試験の合格率に差が生れており，教育投資のレベルを決めるところの殺の経済力が大きく

作用しているのである。あるいは同じくこの全国統一卒業試験の合格率には都市部と農村部の地

域格差もややみられている o 都市部の不合格率が59%に対して，農村部の不合格率は67%という

違いになっている。塾や家躍教師などの学校外の教育を受ける可能性があるかどうかがここには

作用していると考えられるのである。以上の研究結果は文部省とユネスコ，間連開発計画によっ

て行われた調査結果(Education Sector Study/ Working Paper: Student Evaluation， 1992 )に基づ

いている。

現在高等学校の試験で英語で受験する理科系科呂(科目:生物・物理・化学，数学，経済)も

あるので，英語力が重要になってくるので英語が不得意な生徒たちには不利になってしまってい

る。また，このプロジェクトでは，教科書で使われている英語のレベルは高校生には高すぎこと

も明らかになってきた。しかし，カリキュラムの計顕者はミャンマーの基礎教育終了時(10学年

修了)に英語の水準がイギリスのGeneralCertificate of主nglish(GCE) '0' levelと呼ばれるレベル

に達することが目的であると主張しており(Education Sector Study/ Working Paper : Student 

Evaluation， 1992 )，カリキュラム等の変更の可能性は低いといえよう。

2.評価テストの作成とその開題点

ここではテスト作成上の測定学的ないしはテスト論上の問題と実際に学校教育現場における実

践的な使用の中で生まれている開題などについて具体的な研究を基に述べてことにする。これま

でみてきたようにミャンマーの学校教育において学力試験が果たしている役割はきわめて大き

い。しかし，以下で詳しく述べる筆者の調査結果から示されているように実際にテストを使って

生徒遠の学力を評価する実践的な活動に従事している現場の教師たちが十分にテスト作成上の技

能を十分に修得しないままテストを作成したり，評価活動を行っているのが少なからず見られる

のが現状である。ミャンマーの教育の中で試験があまりにも重視されてしまっていることも改善

していくべき大きな課題ではあるが，今のミャンマー試験制震の現状の中でより良いミヤンマー

の教育評価システムを改善するためには，より体系的なテストの作成や現場教師がテスト作成に

不可欠な技術的な知識や技能をより習熟していくことが必要なのである。一部の教師はテスト作

成上必要な諸技能や知識を十分に習得しているのだが，そうでない教師も存在しており，教師の

簡のテスト作成の力最にギャッフがみられるのである。一般的な頬向として試験で頻繁に問題と

して出される教科内容については教師は妥当性や適切性を考慮せずに出題してしまうことがある
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と指摘されている。また試験の問題を分析した研究では児童や生徒の学習態度や能力評価につい

ては質問にはあまり含まれていないこと(Education Sector Study/ Worl也gPaper; Student Eva岨

luation， 1992 )，知識レベルの認知的達成の酷だけを強調するテスト内容の項院が多いことも指

掘されている。

次に筆者が持った研究について呉体例そ挙げながらテスト作成において生じているいくつかの

問題点を説明していこう。なおこの研究はヤンゴン教育大学の修士学位論文としてまとめられた

ものである (rヤンゴン学区・第9学年用標準英語試験問題の分析J)。この調査では教師が作成し
た学年末の定期試験(1987-88年度用)のうち，第9学年(高校I年生)用の英語科(必須科目)

の試験問題の内容そ一定のテスト構成原理に照らして分析したものである。分析の対象とした試

験問題は，ヤンゴン市にある36の高等学校(市内高校総数は97)の教師が作成したものである。

およそヤンゴン市内の半数近い高等学校の教師が実際に学年末の試験筒題として作ったものがど

のくらい適切なものであるかを基本となっている試験問題の内容と比べながら分析していこうと

した訳である。ここで分析に用いられたテスト作成上の基準や観点は以下のようなものである。

①英語科カリキュラム・教科書委員会(English Language Curriculum & Textboo註Cornmittee，以

下ELC&TCと略)が規定している形式と合致しているかどうか。

②ブルーム(Bloom， B. S. )の目標分類体系に基づく行動要素の各項呂(操作，理解，知識，

分析，応用)に割りふられた点数配分が適切であったかどうか。つまり，特定の学習者の知識・

技能の領域に偏ることなく問題が作られているか，また点数の配分も適切に行われているかをみ

るためのものであり，基本的なテストの基準として用いたのがブルームのものである。

③教科著書の内容を試験問題が正しくカバーしていたかどうか。

④試験問題が教育課裡の目標に基づいて作成されているかどうか。

⑤テスト作成の一般的なルールが守られているかどうか。

これらの基準に照らしてみて高校の英語教師が作成した試験問題には以下のようなテスト論上

の欠点と問題点みられたのである。

①教師作成の試験問題と ELC&TCが規定しているサンプル問題とうまく合致していないのが

あるため質問項目の客観性についてのズレ，つまり測定したいことが項沼内容として用意されて

いないということが生じている。

②ブルームの目標分類体系(操作，理解，知識，分析，応用)に基づいた試験内容の分析では，

本来測定すべき項目が実際のテストでは測定できないような問題の作り方になってしまったりし

ていた。具体的には読みの学力と瑳解能力の測定のために用いた文章をそのまま穴殺め問題(文

章の中に適切な単語を挿入するというもので， Receptive Skillの評価を目的にしている)にも用

いてしまったために結果的にはこの ReceptiveS泌Eを評儒できないものになってしまっていたの

である。

③授業時間で多数の時簡をさいて教えた内容に応じて適切に得点配点がなされなかったために結

果としては授業で、扱った間数とテスト得点の配点との閤でうまく均衡がとれていなかった。

④教育課程の目標として重要であると指摘されていたものに正しく合致するような形で開題が作

成されていたのはごく僅かで‘あった。読みの学力を測定するためには理解力をみるテスト項誌が

必要であるが，この種の問題は含まれていなかった。また，文の再構造化や推論に関する問題も

殆ど含まれていなかった。

⑤一つの試験問題の中に答えや設黙の重複があったり，開題文の内容が不明であったり，配点の
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間違いがみられた。

以上の分析結果から試験問題改善のために以下のことを指摘することができる。

①各科自の教育目標やカリキュラム・教科書委員会が作成し，試験問題の基準となっているサン

プルテストの問題項目の目標をよく理解し，関定演目がしっかり測れるような問題を教師が作成

していくことが必要で、ある。

②ブルームが言うところの知識・理解といった認知領域(Cognitive Dom細川だけでなく，精神・

運動領域(Psycho幽motorDomain )や，情意的領域(Affective Domain )を考慮した荷題作成が

必要である。これは臼本でも伺じような問題が見られる (UN茸SCO-NIER，1970 )。

③認知領域の中でも知識レベルだけを強調しすぎないようにする。

以上，この重量で取り上げたミャンマーの試験制度や教育評価の方法が抱えているいくつかの間

題点の改善に向けて，親，教師，教育者達の関心が高まってきている。基礎教育で、最も撮要な小

学校レベルでは，ある水準に達したかどうかを試験中心に厳しく測るのではなく，児童・生徒に

必要な能力を伸ばすために生徒中心の教育システムに改善することが求められるのである。その

ために第2章者で述べたようなミャンマ一文部省とユネスコ・関連開発計画による調査・研究プロ

ジェクト (CAPS)が現在行われているのである。

おわりに

現在様々な開題があるミャンマーの教育評価システムを改善するために，日本の教育システム

から鑑れた点をいくつか取り入れていくことができると考える。教師の評価についての基本的な

考え方や評価観を背景に持ちながら実際の教室の中でどのような方法を用いて評価活動が行われ

ているのか，そして評価観と評価の実際の方法とはどのような関連についても臼本とミヤンマー

の両国ではどのような違いがみられるかを調べていくことを現在計画中である。これらの研究の

一環として，まずは，日本とミャンマーの教育制度，教育評価システム，教員養成課程について

の比較研究が必要であるということでこの論文にみるような研究を行った訳である。これまでみ

てきたようにミヤンマーと臼本の教育制度や教育評価のシステムについては基本的でかつ重要な

違いがいくつかみられ，今後の比較研究に捺しでも考慮していかなければならない諸点が明らか

になったと考える。また，この論文では，日本ではほとんど知られていないミヤンマーの教育制

度や教育評価システム，さらには教員養成制度そしてそれらの問題点などを日本に紹介すること

も罰的の一つに位置づけた。
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付記本論文の作成に際しでは，ヌ ヌ ウェイ自身によって警かれた英語と日本語の再方の言

語を捜って作成された論文について私が主として文章表現と内容上の適切さに関してアドバイス

を与えた。必要に応じて臼本語の校関・訂正も行った。なお，この論文では， ミャンマーで現荘

とられているさまざまな教育制慶や教育実践がどのような歴史的な背景の下で生まれ，またどの

ような変遷をたどってきたのかといういわば教育制度史に関わる部分の記述が少なく，読まれた

読者の方ももう少し教育制度史についての事実を知りたいと患われる向きもあるだろう。事実，

私自身もいくつかの点で歴史的な背景を加味した内~Iこすべきであるという要望を持ち，また指

摘もしてきた。しかし，今国の論文では，彼女自身の専門分野が教育制度や教育制度史ではない

ということもあって十分な展開ができなかった。これらについては別の機会に資料を収集するな

どの準備を行った上で改めて研究としても深めていくことを期待するものである。

ヌ ヌ ウェイの研究の関心の中心はB本とミャンマーとの実践的な教育評部活動や教育英践

者の教育評錨についての基本的考え方に関する比較研究と，それらの研究を基にしてミャンマー

の教育評価システムを改努していくことにあるが，教育評価のシステムや学校現場において教師

が実際にどのような評価方法を用いているのかということと，その国の学校教育の鰐度や教育に

対する基本的な考え方とを切り離した形で論じていくことはできないし，ましてや違う国の題の

比較研究を行う時には背景にある教育制度の違いというものを押さえておくことが必要である。

この論文もそういった意国で脅かれたものであり，これから行う臼本とミヤンマーの教育評価に

関する比較研究のための前提となる基縫作業として位置づけることができる(指導教官:佐藤公

治，記入

謝辞本論文の作成にあたって，日本語の添削や作成の協力を北海道大学大学説教育学研究科の

院生である神谷JI原子さん，藤原安佐さん，代田まどかさん，宮下明子さんより受けた。記して感

謝の意を表します。

Appendix 1 ，ミャンマーの高等教育機鶴

1.総合大学(4年制，芸術学部，科学部) …10校
ヤンゴン大学，マンダレ一大学，モーラミャイン大学，ダゴン大学，マグウェイ大学，パテイン大学，

シットウエ一大学，モンヨアー大学，タウンジー大学，アウェイテイン大学

これらの総合大学は大学院の課程を持っているが，博士課程を手ぎする大学はヤンゴン大学のみで，他の

大学の大学院はすべて修士課程までである。

2.単科大学(4年制，芸術学部，科学部) …5校
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ワーカーズ・カレッジ，バゴー・デイグリーカレッジ，ピー・カレッジ，メイティーラ・カレッジ，ミッ

チーナ・カレッジ，

3.短期大学(2年制，芸術課穏，科学課程) …12校

ダウエー・カレッジ，パコック・カレッジ，ヒンダダ・カレッジ，ラシオ・カレッジ，パアン・カレッ

ジ，シュエボ・カレッジ，ヒライ・カレッジ，チミンダイ・カレッジ，ボタタウン・カレッジ，カレイ・

カレッジ，イエーダナポン・カレッジ，イエンナンチャウ・カレッジ

4.専門大学 …4校

経済専門大学(4年制，学部のみ)，ヤンゴン教育専門大学，マンダレー教育専門大学，ヤンゴン外国

語大学(いずれも大学波大学で 1-2年制)

これまでは文部省の管轄下にあった，医学毒事門大学，工科専門大学，農業宅専門大学，情報科学・技術専

門大学などは現在では，それぞれの関連する省庁の管理になっており，文部省の所管大学は4校になって

いる。

計31校

Appendix 2.ミャンマーの初等.rf!等，高等学校の各教科科目の1週間あたりの授業コマ数

(1) 初等レベルコース(小学校)

出マー語

O学年 第1学年 第2学年 第3学年 第4学年

12 12 12 15 15 

英語 5 5 5 5 5 

算数 8 8 8 8 8 

地理 2 2 

歴史 2 2 

体育・音楽・図工 10 10 10 3 3 

合計待問数 35 35 35 35 35 

設学年で約196日の登校日がある。

体育・音楽・図工として割り当てられた10時闘のうち 5時間は似の下級初等

レベルのそれぞれの言語を教えるために予備の時間として取つである。

(2) 中等学校レベルコース(中学校)

教科 一週間当たりのお分授業の持潤数

ミャンマ一語(溺語) 5コマ

英語 8コマ

数学 8コマ

理科…般 4コマ

歴史 4コマ

地理 4コマ

体育・遂徳・技術・家庭科・音楽・美術 4コマ

合計 35コマ
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(3) 高等学校レベルコース(高校)

教科 一週関当たりの45分授業の時荷数

ミャンマー諮(国語) 5コマ

英語 5コマ

数学 5コマ

物理・化学・生物 9コマ

地理・歴史・経済 6コマ

体育 2コマ

公民* 1コマ

美術・音楽 2コマ

合計 35コマ

* 注:市民(公民)の特権と義務に関する市民論，市政論(学)。


